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１．研究目的
2000年の社会福祉法成立以後、日本の社会福祉は地
域福祉の推進が大きな柱となっている。個人がバラバ
ラになった社会は孤立、孤独、不安、ゆきづまりといっ
た課題が生じ、代わって未来への可能性として関係性、
共同性、結びつき、コミュニティそして共同体といっ
た言葉が使われている。そこでは地域住民は互いに協
力をし、積極的に住民に対して関わることが求められ
ている。しかしながら、地域における相互の助け合い
は今に始まったものではない。その一つに協同組合を
挙げることができる。日本において協同組合は1900年
の産業組合法に基づいて広く浸透し、時代や社会背景
の相違があるものの現在まで引き継がれている。
かつて柳田国男は、協同組合は欧米と日本で異なっ
た歴史を持っているとし、欧米とくにイギリスでは「私
人の結合協力に由りて」自然発生的に生成したが、日
本では「国家権力の発動に依り」協同組合が形成され
たことを指摘している。
現状に見合った共生社会を模索している今日、協同
組合（第二次世界大戦前までは産業組合との名称が一
般的であった）の思想が西欧から導入される過程でど
のような議論展開がなされたのであろうか。
本稿では、産業組合法成立前後の欧米の状況とも比
較しながら、当時の社会状況も踏まえつつ日本におけ
る協同組合の捉え方の特質の一端を探ってみたい。
２．昭和初期の欧米消費組合について
（１）近代協同組合の創始としてのロッジ
デール
イギリスにおける産業革命時期の生産力は非常に大
きいものであったが、他方で労働者階級は依然として
失業と賃金引き下げの脅威にさらされていた。イギリ
スにおける初期の協同組合は、組合員からの出資金に
加え、1793年「友愛組合法」制定によって台頭してき
た友愛組合からの援助、またジェントリーからの寄付
金などによって運営されていた。その意味で、労働者
階級による自助的な性格と富裕階級による慈善事業的
な性格を共に有していた（江里口　1999：36）ⅰ。
イギリスの19世紀後半における協同組合運動を特徴
づけた消費者組合と生産者組合との2つが本格的に現れ
たのは、オーウェン主義とチャーチィズムという2つの
歴史的画期をくぐりぬけた後である。消費者組合運動
が本格的に始動するのは「ロッチデール先駆者組合」ⅱ
の成功によってであった。先駆者組合の成功を促した
のは、後に「ロッジデール原則」と呼ばれるようになっ
た以下の8原則が注目されている。
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① 組合員1人につき1票による民主的運営
② 自由加入制
③ 利子の固定
④ 購買高配当
⑤ 現金主義
⑥ 品質主義
⑦ 協同組合の原則の教育
⑧ 政治上の中立性
（江里口　1999：38の文献を基に筆者作成）　
その他、重要なものとして、ロッジデール公正先駆
者組合の「趣意書」と呼ばれるものがある。その中の「規
則と目的」（1844年規約）の第一条の内容は、協同組合
の目的と計画は、1人1ポンドの出資金で十分な額の資
本を調達することにより、組合員の金銭的利益と社会
的および家庭的状態の改善のための制度を形成するこ
とにあった。
先駆者達がロッジデールのコミュニティとその住民
に向けて「組合員の金銭的利益」の実現のための店舗
開設、「組合員の社会的および家庭的状態の改善」のた
めに失業と低賃金に代わる仕事と雇用の創出、それに
生活の基盤たる住宅の建設あるいは確保を優先課題と
して取り組むことを提案し公言したものであった。こ
の提案は協同組合運動における一つの重要なターニン
グポイントを示唆している（中川　2002：56-57）。
中川は、1830年代のオーウェン主義協同組合運動は
「コミュニティと協同組合の関係」を「一体的関係」と
みなしていたのに対し、（ロッジデール）先駆者達は
それらの関係を「多元的関係」―サービス組織的機能
と相互扶助組織的機能を協同組合がそこで存続するコ
ミュニティにおいて存続し、さらに統治・教育組織的
機能を協同組合のなかに取り組んでコミュニティと関
係していく状態―とみなすようになったのではないか
（中川　2002：58）と示唆している。
（２）昭和初期のイギリスの状況から見え
てくるもの
イギリスには産業組合法によって設立した協同組合
の種類は極めて多い。1937年の「王室文書局」の発表
によれば、1934年における消費組合（1,160）、生産組合
（119）、諸クラブ、銀行並貸付組合、其の他用務組合（保
険組合1等）、土地購買組合（14）、抵当組合（18）、家
屋組合（325）、土地家屋組合その他（16）。農漁村協同
組合としては、農業用品購買組合（296）、販売組合（230）、
漁民商業組合（47）、信用組合（4）、農業開発組合、小
保有地並分業地組合（618）その他用務組合（75）と多
岐にわたっていることがわかる（協調会　1937：268）。
また、1938年の『労働年鑑』の中で、イギリスの消費
組合はイギリス全小売商業の9～ 15％を占めていた。
つまり、ロッジデールの流れからイギリスでは多岐
にわたって協同組合が存続していたことがみてとれる。
このことは、コミュニティと協同組合の関係を「多元
的関係」という視点から捉えていたロッジデールの流
れを汲みながらも、それぞれが人々の生活と密接に関
係していたと考えられる。
これらの視点を現代と結びつけて考えてみると、か
つてコミュニティと協同組合の関係性を多元的関係と
捉えていたイギリスの協同組合を通して、現代におい
ても議論が継続されている地域内での人々との助け合
いにおけるコミュニティ間との助け合いによる義務や
責任、権利関係といったものを検討することができる
のではないだろうか。コミュニティと協同組合の関係
性を考察していくことは、ひいては助け合いというも
のを社会的な関係の中でどのように位置付けていくの
かという視点を考える余地があるように思える。
（３）昭和初期のアメリカの状況
アメリカの場合、農民の販売購買組合が多くの地方
に発達していたが消費組合はほとんど発達していな
かった。しかし、1929年の恐慌の影響で資本主義の矛
盾がアメリカにおいても深刻になって以降、協同組合
運動の発達は本格的となったとされている。
また、全国的に自主的医療組合が増加していったが、
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それは人々が国家制度による保険施設（原文ママ）を
好まない傾向にあった点も関係している。医療組合に
よる医療の社会化は、国民的傾向に合致している。ルー
ズベルトはアメリカにおける消費組合の発達を助成す
るために、1935年の産業復興法に基づき全国復興局内
に特別消費者部門を設けた。当時のアメリカにおける
協同組合統計は以下のとおりである（協調会　1937：
277-279）。
1934年 1935年
消費組合数 1,498 1,513
上記の組合員数 500,000 747,870
上記の従業員 4,494 4,539
（『労働年鑑昭和12年版合衆国協同組合統計』を一部抜粋）
しかしながら、アメリカでは農村協同組合がかなり
発達していたことが以下から読みとれる。
農民・販売購買組合
組合数 10,700
穀物販売組合 3,125
酪農組合 2,300
家畜販売組合 1,197
果実及野菜販売組合 1,082
購買組合 1,907
綿花販売組合 305
その他　組合 785
組合員数 3,280,000
事業高 1,530,000
（『労働年鑑昭和12年版』の一部内容抜粋）
農業購買組合は48州中45州に存在しており、組合員
に対して生産用品の販売事業を主に行っていたが、そ
の後は食料品雑貨、家具金物、衣類の消費用品なども
扱い始めた。また相互保険組合は約1,900組合があり、
生命、暴風、自動車、家畜等の保険を行っていた。
一例として、ウイスコンシン州の相互生命保険法
に基づいて、1935年5月ウイスコンシン州マジソンに
“cuna”相互組合が結成されることによって、アメリカ
合衆国には協同組合保険の有望なる形態が産み出され
たとされている。これは貸付金保護保険の問題の研究
結果として生まれたものであった。貸付金保護保険は、
信用組合の借主の生命を保険し（原文ママ）、これによっ
てたとえ借主が残額未払いのまま死亡しても、物件も
しくは家産を以て負債残額を返済する必要がないとし
た。この保険は第一には信用組合を保護し、第二には
死亡者の財産を保護するといった内容である（Ｎ.バレー
　1938：248）。
そもそもアメリカの協同組合の歴史的変遷を概観す
ると、1810年代には牛乳農等が協同販売を企て1841年
から51年間の間に農産物の協同販売を組織したという
記録がある（山本　1939：19）。
アメリカでは、都市協同組合の発達というよりかは、
農業協同組合や協同保険の発達という点に特徴があっ
たと考えられる。
このような欧米の状況下の中で、日本はどのような
状況であったのであろうか。
２．昭和初期の日本の状況
（１）消費組合について
当時の日本の状況を概観すると、1936年の産業組合
の組合員数は前年の14,816に加えて15,026組合となる。
農業関係者は、毎年第1位を占めて7割程度その組合員
数も70％を占め産業組合員たる農業者は全国農家戸数
の69％になる。これに対し、俸給生活者、賃銀労働者
等は毎年増加しつつあるが、1割程度に過ぎない。これ
らの状況から、日本の産業組合は農村産業組合と言わ
れる根拠がここにある（協調会　1936：150）。
日本での消費組合設立の動機は、イギリスにおける
消費組合運動を実際に観察した馬場によって、消費組
合の具体的方法が導入された。それが一部の知識階級
の間に受け入れて具現化されたものであった（奥谷　
1930：102）。
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日本における消費組合の発生は、他の国におけるそ
れとは異なり、市民の消費組合が先に起こり、労働者
消費組合の発生はそれよりも遥かに遅れ、且つそれは
極めて脆弱にして恒常的発展は極めて困難な状態に
あった（奥谷　1937：102）とされる。
そもそも労働者消費組合は、高野房太郎、片山潜等
によって労働組合期成会が設立され、その指導下にあっ
た労働組合運動を基礎として成立したという経緯があ
る（奥谷　1937：105）。
それらに加えここで課題として挙げられる点は、産業
組合法は1900年（明治33年）に制定されたが、産業組合
法発布以前の各種協同組合の諸状態は、その構成要素の
脆弱なる産業及び経済状態に対して、自助的に発展し得
る基礎を確立していない（奥谷　1937：106）という点
である。一方、新潟県では市民の消費組合運動が、産業
組合法以前に設立しており、それらは活発的であったと
いう実態も忘れてはならないⅲ。労働組合、協同組合、
友愛組合などの中間団体による「団体的自助」を主軸と
した社会改革構想を有していたウェッブらも高橋九郎が
関わったこの新潟の消費組合を視察しているⅳ。ウェッ
ブらは、視察の中でこれらは友愛組合の初期の性格を有
し、友愛組合、信用組合、協同組合、慈善組合の組み合
わせは日本の伝統的特徴ではないかと述べている（金子
　1998：81）。それに対し、金子は友愛組合、信用組合、
協同組合、慈善組合の組み合わせが日本の伝統的特徴で
あったとは必ずしもいえない現状を踏まえており、これ
らからも日本ではどのような議論を歩んできたのかを検
討する必要性があると考える。
いずれにしても、産業組合法というものが、その後
の協同組合の方向性を決める上で影響を与えていたと
考えられる。ここから産業組合法の制定時にどのよう
な議論がなされていたのかを検討することによって、
日本の公が捉える協同のあり方を検討することができ
るのではないだろうか。
（２）日本における産業組合法の施行
日本における産業組合法ⅴ制定の事情は、西欧におけ
る先進国の如く、既に成立したところの協同組合に対
してこれを保護すべき目的のためではなく、この法律
の制定により新たに協同組合を創設するためのもので
あった。奥谷の見解は、協同組合をそれ自体独立的な
ものではなくて、政治的権力の経済政策を具体化する
政策機関としてみるべきである（奥谷　1937：247）と
いうものであった。
また佐藤も述べているように、個人主義ではなく、
明治期の政府の農村維持・強化方針を背景とした共同
体重視の産業組合法に則って成立されたものである（佐
藤　2010：17）。
産業組合法の設立前には以下のようなやりとりが行
われていた。
産業組合法案の作成に大きく関わった人物に明治・
大正期の官僚であり政治家の平田東助を挙げることが
できる。平田が留学していた当時のドイツは、1871年
の普仏戦争の勝利によってプロシアを中心にドイツが
形成され、金融制度の整備、交通網の整備、電気事業
の急速な発展などによって工業化が急激に進んでいた。
その一方、産業構造の急速な変化によって、手工業者
や中小零細業者などが経済的に困窮する状態に陥り、
貧富の格差から起こる社会不安が醸成されていた。そ
こで中小零細行業者に対する擁護が叫ばれるようにな
り、その対策の一環として生まれた「信用組合」に平
田は注目した（並松　2015：50）。
平田が影響を受けていたヨーロッパにおける協同組
合運動の主な潮流は、イギリスで発祥した協同組合運
動が、ドイツにわたりそこで2つのタイプの信用組合が
誕生するというものであった。その1つは、シュルツェ・
デーリチョが商工業者のためにつくったシュルツェ式
信用組合、もう1つはフリードリッヒ・ライファイゼン
が、農家のためにつくったライファイゼン式信用組合
であった。
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当時シュルツェ式組合の支持者は、マイエット、日本
人では平田、杉山孝平らであり、一方ライファイゼン式
組合を支持していたのは、エッゲルト、和田維四朗、酒
匂常明らの主に農商務省の官僚であった（並松　2015：
56）。
シュルツェ式 ライファイゼン式
①組合の加入は経済上の
信用のあること
①組合の加入は経済上お
よび道徳上の信用のあ
ること
②区域は主に市街地を対
象として広い
②組合の区域は約1,000人を包
含する農村を標準とする
③有限責任とする ③無限責任とする
④出資権の売買を認める
④株式を発行せず利益の配
当はしない
⑤利益を配当する ⑤利益は準備金とする
⑥事務担当者に俸給を支
払う
⑥組合の事務は組合員が無
報酬で行う
⑦組合は主に商工業者を
主とする
⑦組合員が組合から借入し
た負債は、生産によって
得た収入から支払う
⑧組合員の種類を限定し
ない
⑧組合員は原則として農民
である
（斎藤仁（1971）『農業金融の構造』を参考に筆者作成）
上記から、平田らによる日本での信用組合制度の紹介
は、社会問題への対策という問題意識に基づいており、日
本の農業問題や地方自治制度の強化と直接的に結びつく
ものではなかったとされている。しかしながら、平田ら
が作成した信用組合法案は、中央集権に対して地方自治
の必要性を強調する考え方に基づいていたため、中央集
権国家体制を築こうと考えていた有識者の反発を招いた。
そして、信用組合法案に反対する立場をとる立場からは、
シュルツェ式に対してライファイゼン式のほうがわが国
には適していると説いたのである（並松　2015：56-57）。
シュルツェ式では時分制をとって利益配当すること
が人々の自助自治に役立ち、それが資本形成を促す必
要条件であるし、平田らはシュルツェの思想を地方自
治に適用しようと考えていたが、その後それらの思想
が日本で貫徹したとは言い難い。つまり、当時は「自治」
という観点よりも、国の擁護を受けながら農業を発展
させようとした考え方を全面に押し出されており、そ
の考え方が貫徹されたと考えられる。そして、その後
の産業組合法制定の中で、本来の協同組合原則である
民主主義が変質していく過程が見られる。
その後のドイツの状況であるが、ナチスは当初消費
組合を左翼の貯水池なりとして反対していた。しかし、
消費組合がナチスの政策に協力する態度が出てきたの
で、ナチスは監督官を設けて消費組合の支配を行い始
めた。そして1934年に法令を発布して消費組合を一般
個人商業と同様に取り扱うこととした。しかしながら
実際は、消費組合の多くはナチスが権力を握ってから
品物の配給を受けることを躊躇するようになったため、
売上が減じ、組合へ預けていた貯金を引き出すものが
続出した。
一方、ナチス政府は消費組合運動に対して抑圧的な方
針をとってきたが、特に農村協同組合に対してはこれを
促進、助成し、国家の新経済体制の中へ組み込もうとし
た。ライファイゼン系統に属する農村の協同組合は農業
に従事しているすべての個人又は団体とともに、国農業
経営体の三大主要部門たる「人民保護」「農場保護」「市
場」の中の「市場」の構成要素となっていた。（協調会
　1937：281）。
３．日本における協同組合運動発展
時における課題
日本における資本主義の創出は、明治維新を契機と
して、封建的生産様式を有する上からの強力的で官府
的なものであった。特殊的な状態にある日本農業にお
いては、18世紀半ば以降におけるドイツ農民乃至手工
業者の信用組合のごとく、相互信用組織として自助的
に中小産者の産業的発展を促進することは不可能で
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あった（奥谷　1937：99）とされている。
要するに、常時設立された信用組合は、ドイツにお
ける信用組合の定款に準拠し、形態的には近代的協同
組合の様相を整えたが、その本質に至っては封建経済
体制に相し発達した社会等の単なる再編成、すなわち
その近代的偽装に過ぎなかったのである（奥谷　1937：
100）。
佐藤は、「協同組合運動の源流」が産業組合法以前で
あったことや、産業組合法では協同組合原理が変容し
たことを確認しなければならない点を指摘している。
その理由として、産業組合法の制定過程で協同組合原
則は変則的に採用され、産業組合法は平田氏らの協同・
互助の原理によるロッジデール原則の一部を有する
シュルツ式の信用組合ではなく、民主的な意思決定規
定が曖昧にされ、また共同体的互助を規定する条文を
入れて法律化されたためである（佐藤　1998：17）と
述べた。
注目すべき点は、佐藤も述べているが協同組合原則
である民主主義が産業組合法では変質している点であ
る。第１次産業組合法案と明治33年に成立した第2次産
業組合法を比較すると異なる点がみえてくる（佐藤　
2010：17）。
ロッジデール原則の一組合員一票という協同組合原
則としての民主主義制度について、第１次法案の第44
条では「組合員ハ其ノ持分ノ口数二拘ラス総会二於イ
テ各一個ノ議決権ヲ有ス」と明確に規定されていたの
に対して、第2次法案では第28条の「理事及監事ノ選任
及解任」のための「総組合員ノ半数以上出席」の会議
や第36条の「総会ノ決議」における「組合員の議決権」
に止まっており、完全な「総会二於イテ各一個ノ議決権」
ではなく、民主化は後退し中途半端な状態になってし
まった（同上）。
つまり、日本の協同組合運動や協同組合思想の流れ
の中で、実態的には協同組合の原理自体も変容されつ
つあり、それが制度や政策上にも反映していたという
ことが考えられる。そして、それらが後の農村社会事
業や地方改良運動の中においても協同組合が注目され
た所以であると考える。
この時代を取り上げた理由としては、地域における
助け合いの方策が模索されている今日、それらは私的
な関係なのか社会的な関係なのかといった議論にも通
じていくと考えた際に、日本ではどのような議論が積
みあがってきたのかを確認したいと考えたからである。
そもそもライファイゼンの組合運動は、最初から政
治的支配形態に適合して発達した（奥谷　1937：78）。
つまり、日本の協同組合運動の出発点もこれらの要素
が導入され、極めて限られた範囲の中で行われてきた
であろう。一方、当時（1937年）は、協同販売は単に
農家に取っては経済的利益となるばかりでなく、社交
および教育の上に間接の福利をもたらしていた（山本
　1937：175）と述べられている。
機能的には助けあうというものであっても、それが
どのような出発点から生じているのかという点を振り
返る必要性があるのではないだろうか。個人から出発
しそれぞれが助け合うのか、それとも組織が出来た上
で助け合っていくのか。本稿で取り上げた内容は、後
者の実態の方に特徴があると考える。しかしながら、
地域には公の側からは見落としがちなインフォーマル
な関係性に根付きながら展開してきたものもあるだろ
う。公的な立場からみる視点、その地域に住んでいる
住民からみえる視点の両者が存在し、これら両者の視
点を併せながら日本における助け合いの特質を探り、
どのような理念が受け継がれて今日に至るのかという
検討も必要性になってくると考える。
４．今後の課題
協同組合に関する次の議論として、協同組合をアソ
シエーションと捉えた際、コミュニティとアソシエー
ション内部との関係性に関する検討が必要になってく
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ると思われる。マッキーヴァ―は、コミュニティの領
域を村や町、あるいは地方や国などもっと広い範囲の
共同生活のいずれかを指している。
一方、アソシエーションとは、社会的存在がある共
同の関心【利害】または諸関心を追求するための組織
体（あるいは〈組織される〉社会的存在の一団）と位
置付けている。つまり、共同目的にもとづいてつくら
れる確定した社会的統一体（マッキーヴァ―　2014：
46）である。
マッキーヴァ―は、アソシエーションと個人に当て
はまっても、コミュニティに当てはまらない属性に関
して、以下の説明をしている。
アソシエーションは個人と同様に、常態では一定の
持続的な意志の統一性と働きを示す。同様に両者は特
定の目的を追求する。しかしコミュニティの場合は特
定の目的を追求しない。したがって、財産所有の責任、
義務、能力のような（そして特に法的）権利と義務は、
個人とアソシエーションにのみ伴う（マッキーヴァ―
　2014：451）と述べている。　
このように、助け合いという行為が社会的関係の中
で捉えられている今日、コミュニティ・アソシエーショ
ンの議論で取り上げられる責任関係や権利・義務の関
係性に関する内容も検討していく必要があると思われ
る。そして具体的な議論としては、戦前から現代にか
けて形態は変容しながらも継続的に展開されている協
同組合や、本稿では取り上げていないが戦前の地域や
生活問題にも対応していた産業組合の婦人会の活動に
も焦点を当てることによって、助け合いを社会的行為
として捉える意味を考えることができるのではないか
と考えている。
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注
ⅰ）樫原朗（1973）によれば、友愛組合は18世紀において急
速に発展を遂げたが、組織上では労働組合と未分化な状
態にあった。友愛組合は、組合員自らの拠出金をもとに、
医療・年金・埋葬給付を行うなど穏健かつ自助的な性格
を有していた。1819年以降の「友愛組合法」の度重なる
改正と熟練労働者の台頭とに後押しされ、組合員の増大、
組織化の大規模化、保険数理技術の向上などを通じて発
展した友愛組合は、19世紀末の時点で、成人男性労働者
の3人に1人を包摂していたと言われている。
ⅱ）1840年代ランカシャの綿紡地帯ロッジデールにおいても、
労働者は貧困にあえいでいた。そのような状況の中、オー
ウェンの協同組合思想の影響を受けていたフランネル織
物工委員会はロッジデール公正先駆者組合を開設した。
28人の労働者によってはじまり、1844年から1855年の間
に組合数50倍、基金総額は約400倍にも増大した。
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ⅲ）辻誠（1937）『日本産業組合史講』106頁が詳しい。
ⅳ）江里口拓（2001）「ウェッブにおける社会進化とコレクティ
ヴィズム―世紀転換期イギリスにおける福祉社会の構想
―」が詳しい。
ⅴ）1897年（明治30年）2月、『産業組合法案』が農商務省から
議会に提出された。それは1889年の『ドイツ産業及び経
済組合法』を母体として立案され、中層農工業者の防衛
と発達を図り、中小産業者の資本主義的な繁栄への参加
を意図する興農政策であり、信用組合、購買組合、販売
組合、生産組合、利用組合の事業を行うものである。
